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色覚の個人差を問わず、できるだけ多くの人たちが見やすいような表示に配慮しました。

soken@sokenchem.com
本レポートに関するご意見ご感想をお聞かせください。皆さまから寄せられたご意見を今後に反映し、さらに
内容の充実を図ってまいります。

https://www.soken-ce.co.jp/

TEL:03-3983-3268
FAX:03-3988-9216

〒171-8531
東京都豊島区高田 3-29-5

［お問合せ先］
IR・広報室

このレポートは、適切に管理された森林から切り出された木を原料とする FSC®認証紙を使用し、
環境に配慮した「VOCフリーインキ」と有害な廃液を出さない「水なし印刷」を採用しています。
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報告対象組織
綜研化学株式会社
（一部、当社グループの情報も含んでいます。）

報告対象期間
2021年4月1日～2022年3月31日
（一部、期間外の情報も含んでおり、組織・体制などは2022年4月1日
現在のものを掲載しています。）

発行時期
2022年6月（毎年発行）

本レポートの入手先
会社説明会などで配布するほか、当社ホームページでも閲覧できます。

参考にしたガイドライン
ISO26000（社会的責任に関する手引）
・GRI「サステナビリティ・レポーティング・スタンダード」
・環境省｢環境報告ガイドライン2018年版｣

免責事項
本レポートには、綜研化学および綜研化学グループの計画や見通し、
経営方針・経営戦略に基づいた将来予測が含まれています。
諸与件の変化によって、将来の事業活動の結果や事象が予測とは異
なったものとなる可能性があることをあらかじめご承知おきください。

※本レポートにおいて、当社活動の中で重要と思われる事項については、
　前年からの修正再記述となっています。

02　会社概要・編集方針・広報・IR情報
03　綜研化学の理念・方針
04　グラフで見る綜研化学
06　綜研化学の製品とサービス
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■基本方針
私たちは、粘着剤、微粉体、特殊機能材等の高機能製品、それを応用
した加工製品等の各事業領域において、地球環境の保全に努め、社会
に役に立つ革新的な製品を提供し続ける研究開発型企業として、国内
外の法規制を遵守し、高い倫理観と良識をもって社会的責任を果たす
ことで、全てのステークホルダーの満足を実現することに努めます。

■行動指針
一 高品質・革新的な製品提供	  
お客様のニーズを先取りし、独自の技術やノウハウで新たな製
品、用途開発の創出に挑み、お客様にとって「なくてはならない企
業」を目指します。

一 顧客満足度の向上	  
従業員満足度の向上をとおして顧客満足度の向上を図るために、
品質・環境マネジメントシステムの運用を通じて、継続的改善を
図ります。

一 持続継続的社会の実現	  
省エネルギー活動を主体とした「地球温暖化防止」と３Ｒ（リ
デュース、リユース、リサイクル）による「資源の循環」に取り
組みます。

一 地球環境保全への配慮	  
全ての事業活動の推進にあたり、自然生態系と生物多様性な
どの地球環境保全へ配慮し、化学物質による汚染、事故災害の未
然防止に努めます。

品質・環境統合方針

ISO9001（品質）およびISO14001（環境）の国際規格が2015年
9月に改訂され、2015年度版が発行されました。
この改訂は、ISOマネジメントシステムを会社経営本来の業務プロセ
スに統合することで、会社全体の事業目標やビジョンの実現に直結
させることを目的としています。また近年、ISO9001とISO14001
を統合させることで、本来の業務の仕組みとして活用するだけでなく、
ISOに基づく業務の効率化によるコスト削減なども注目されています。
このような背景の中、当社は、2019年10月より、事業環境の変化
に対する迅速かつ適切な意思決定とパフォーマンスの向上を目指し
て、品質・環境統合方針を定め、品質・環境統合マネジメントシステム
の運用を開始いたしました。

労働安全衛生方針
■基本方針
私たちは、粘着剤、微粉体、特殊機能材等の高機能製品、それを応用
した加工製品等の各事業領域において、働く人の健康と安全確保を
最優先に考え、目標管理のもと全員参加で心身ともに、安心・安全・快
適な職場環境形成の維持・促進を図り、地域社会とともに安全衛生
活動に取り組みます。

■行動指針
一 安全環境の整備	 
労働安全衛生活動は一人ひとりに責任があると認識し、危険源
を特定し、除去または改善することで労働安全衛生リスクを低
減し続けます。

一 衛生環境の整備	 
働く人が心身ともに健康に働けるように職場環境の改善および
ワークライフバランスの実現を目指します。

一 安全衛生意識の醸成	  
労働安全衛生関係法令を遵守し、労働安全衛生活動の継続
的な改善および働く人とのコミュニケーションを図り労働安
全衛生意識の向上に努めます。

倫理綱領
1. 法令を遵守し、社会的規範や良識に基づいて行動する。

2. 人格･人権を尊重し、不当な差別を排除する。

3. 国内外を問わず、その土地の文化や慣習を尊重し、地域との 

共存共栄に努める。

4. 安全確保と地球環境保全に積極的に取り組む。

5. あらゆる反社会的勢力からの不法 ･ 不当な要求には応じず、 

一切の関係を遮断する。

編集方針
当社グループは、事業活動を通して企業としての社会的責任を

果たし、持続可能な社会の実現に向けて、社会・環境に関する

さまざまな取り組みを推進しています。

本レポートは、当社グループの2021年度の活動をすべてのステー

クホルダーの皆さまに広くご理解いただくため、わかりやすく、見

やすい誌面づくりを心がけています。

広報・IR情報
ホームページ	 https://www.soken-ce.co.jp
IR情報	 https://www.soken-ce.co.jp/ir

ホームページ IR情報

会社概要
社　  名： 綜研化学株式会社（Soken Chemical & Engineering Co., Ltd.)

本 　 社： 東京都豊島区高田3-29-5

創　  立： 1948年9月2日

代 表 者： 福田 純一郎

資 本 金： 33億6156万円

売 上 高： 連結：386億円、単体：198億円（2022年3月期）

株　  式： 東京証券取引所 スタンダード市場（証券コード：4972）

従業員数：連結1119名 単体407名（2022年3月31日現在）

経営理念経営理念
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※狭山事業所、浜岡事業所、本社

グラフで見る綜研化学

■財務ハイライト（連結・単体） ■非財務ハイライト（単体）



オフィスで

■ パソコン / スマートフォン
 ( 液晶パネル・タッチパネル )
■ コピー複合機（トナー添加剤）
� ・・・など

街なかで

■ 自動車 ( 内装外装部材 )
■ 食品 / 日用品（ラベル、 
 プラスチック包装袋添加物）
■ ショーウィンドー
 ( ガラス飛散防止フィルム )
� ・・・など

生産現場で（例：化学製品）

■ 樹脂製造装置
 （攪拌翼（Hi-F ミキサー））
■ 熱供給装置
■ 塗料製造装置� ・・・など

家庭で

■ テレビ ( 液晶パネル・バックライト 
 ・電子回路 )
■ 家電・システムキッチン（部品固定）
� ・・・など

76

高分子重合技術

粘着技術

バッチプロセス
技術

塗工技術

設備設計技術

システム化技術

混合・攪拌技術

粉体化技術

評価・分析技術

プラント
設計

ポリマー
設計

コントロール
管理

応用

ニーズ
対応

複合

当社グループの製品はさまざまなところで
皆さまの生活をサポートしています。あなたの身近に綜研化学あなたの身近に綜研化学

駅で

■ 電車・バス（ラッピング広告）
■ 看板 ( バックライト付広告 )
■デジタルサイネージ
� ・・・など

ここにもSoken!

応用解析図（フルモデル）

当社グループは、高分子設計技術やプラント設計技術などの基幹技術を核として、複数の技術を組み合わせることで、

付加価値の高い製品やサービスをお客様に提供し続けています。

機
能
・
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質
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ス
ト
ダ
ウ
ン
の
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■ 製品・サービス

独自の高分子重合技術や評価分析技術を用いて開発した アクリル系粘着剤 は顧客ニーズに合わ
せ３００種類以上の品揃えがあります。「つける－剥がす」という基本性能に加えて、被着体や使用目
的・環境に応じた付加機能をそなえており、テレビやパソコンなどの情報電子機器や、自動車、建材
の工業分野から、両面テープ、梱包テープ、絆創膏などの家庭用品まで幅広く使用されています。

■ 主な用途　光学フィルム・自動車・住宅用建材

さまざまな工業材料に別の機能を付与する 特殊機能材 は電子機器に欠かせない部品であるコンデン
サや、塗料・インク、成型加工などの幅広い分野で使用されています。用途や目的にあわせて、ベース材
料に加えることで新たな機能を付与することができ、耐候性・耐熱性などの向上や、プラスチックを軟らか
く、あるいは導電性を与えるなど、他材料の機能を向上・拡大させることが可能です。

■ 主な用途　電子基板材料・印刷インキ・建材用添加剤・有機導電材料

国内で初めて製造販売を開始した 熱媒体 をはじめ、熱媒ヒーター、熱媒体利用技術を主軸とした プラン
トエンジニアリング やプラント設備診断、各種メンテンナンスなどを組み合わせ、システム化した製品・
サービスを提供しています。当社グループの製造現場で培った生産技術を基に、お客様のニーズにお応
えした最適な工業プラントをソリューションでご提供しています。

※綜研テクニックス株式会社が提供しています

独自の重合技術により開発された 機能性微粒子 は、材質や粒子の大きさ・均一度によって多様な特性が
発現します。透明性・光拡散性の特長から、液晶ディスプレイでは光拡散剤として長年の採用実績があり、
塗料の艶消し特性や、複合機に使用されるトナーの流動性を高めクリーニング性を向上させるなど、さま
ざまな分野で添加材料として使用されています。

■ 主な用途　LCD 用光拡散剤・トナー添加剤・化粧品材料

粘着剤設計技術と塗工技術の強みを活かした 粘着テープ は、製造工程で有機溶剤を使用しない環境対
応型の両面テープをはじめ、ガラスや金属の表面保護から、光学・電子部品や金属接合まで広く使用され
ています。自動車や家電の組み立て工程などでは、溶接などの特殊技能を必要とせず、剥離紙を剥がし
て圧着するだけで誰でも簡単にテープ接合を行なうことができます。

■ 主な用途　情報電子材料・自動車・家電

■ 綜研化学グループの基盤技術

綜研化学の製品とサービス

粘
着
剤

装
置
シ
ス
テ
ム

特
殊
機
能
材

■ 主な用途　熱媒ボイラー・熱媒体・化学製品製造装置・食品製造装置

微
粉
体

加
工
製
品
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Top Message
トップメッセージ

2021年度を振り返って
中期経営計画「New Value 2022」の2年目となる2021年度は、新た

な変異株の出現による新型コロナウイルスの感染再拡大もあり、私たち

の日常生活、そして経済活動に不自由な状況が続いた一年でした。

当社グループの事業環境としても、原油価格の高騰や需給ひっ迫によ

る急激な原材料価格の上昇、そして各所での部材不足の深刻化が世

界経済の回復を再び鈍化させ、先行き不透明な状況でありました。

このような厳しい環境下において、原材料の需給がひっ迫し、一時は

調達懸念が高まることもありましたが、長年お取引をいただいているサ

プライチェーンの皆さまの大きなご協力のもと、お客様への製品供給を

続けることができました。しかし一方では、急激な原材料価格の上昇に

対し、価格転嫁やコスト削減などを進めたものの、残念ながら収益性の

悪化を避けることはできず、営業利益は大幅な減益となりました。

売上面では、中国の液晶ディスプレイ関連分野の市場拡大を取りこん

だ粘着剤の売上高大幅アップや、装置システムにおける大型案件の完

成などにより、中期経営計画最終年度の目標を1年前倒しで達成する

ことができました。

これは、当社グループの従業員一人ひとりが感染防止対策を徹底し、

業務に真摯に取り組んだ賜物であると考えております。

■　収益基盤の拡大・強化
・中国における生産・供給体制の増強と研究開発機能拡充

当社グループの今後の成長を見据える上で、エリア戦略

として最も重要視しているのが中国市場です。綜研高新

材料（南京）として粘着剤工場を新設したのが2011年で

す。その後、韓国と台湾の偏光板メーカーをはじめ、液

晶ディスプレイ関連部材メーカーが中国に生産拠点を集

約する動きが加速しました。市場が拡大する一方で、偏

光板用粘着剤を現地で生産・販売するメーカーは、現時

点で当社の南京工場だけであり、安定した生産・供給体

制の維持が大きな責務となっております。中国の偏光板

用粘着剤市場は想定より需要拡大が加速しており、綜研

高新材料（南京）において、2022年度に生産設備を2基、

2023年度はさらに1基稼働させる計画です。計画実現後

は、生産能力が現在の3倍となり、さらなる市場シェア拡

大に対応できる体制となります。

また、中国には、当社グループが未開拓または低シェアで

ある様々な用途や市場があり、成長の余地は大きいと見

込んでおります。こうした市場に対する対応力強化を図り、

迅速に販売拡大につなげていくため、2021年度から現地

子会社の綜研化学（蘇州）の研究開発部門を拡充し、製

品開発センターを開設いたしました。中国現地でのニー

ズに対応した製品を迅速に展開することは勿論のこと、

中国子会社間の連携をさらに強化して販売拡大を図って

まいります。

・国内における生産効率化の取り組み

当社グループでは、主な生産プラントの設計を自社で行なっ

ており、グループの強みとなっています。これまで蓄積して

きた生産技術や知見を集結させた最新設備として、浜岡

事業所（静岡県）の粘着剤製造設備を2020年から稼働

開始させております。この最新設備において高い生産効

率を確認しており、こうした国内での効率化を海外工場

に展開することも収益性向上策の一環です。

一方で収益性を飛躍的に向上させるためには、画期的な

生産プロセス革新が必要だと考えております。端的に言

えば、短い時間でより多くの製品を生み出す新たな生産

プロセスの構築が、収益性を伸ばす大きなカギとなります。

革新的な生産プロセスの開発について、これまでは「研

究開発本部」の次世代プロセス企画室において検討を

進めていましたが、この１年間の事業環境を踏まえて、取

り組みをさらに加速させるために、2022年4月から「生産

本部」の生産技術部と統合し「生産技術センター」を新

設いたしました。この新組織において、生産プロセスの技

術開発と生産現場の知見を融合させることで、現行プロ

セスの効率化を図るとともに、革新的生産プロセスを導入・

確立し、当社グループのさらなる収益基盤の強化につな

げてまいります。

■　新たな成長基盤の構築
①次世代の柱となる事業領域の創出

中期経営計画の重点分野として定めた自動車、エネル

ギー、医療・ヘルスケアなどの成長が期待される事業領

域への取り組み成果として、自動車生産工程における外

装のスプレー塗装の代替技術として期待される、加飾フィ

ルム用粘着剤を2021年に上市いたしました。現行の自動

車製造工程では、塗装と乾燥を繰り返す塗装工程での

CO₂排出量が全工程の約30%を占めるといわれており、

従来の塗装工程が加飾フィルムの貼付け工程に置き換わ

ると、自動車製造工程における大幅なCO₂排出量削減に

貢献することができます。

このような自動車をはじめとする次世代の柱として成長が

期待される分野については、取り組みを促進させるため、

組織の垣根を越えて連携を強化し
次世代を見据えた事業基盤の構築を

進めてまいります

中期経営計画「New Value 2022」の進捗
次に「New Value 2022」の基本戦略の進捗状況について、ご報告いたします。

代表取締役社長

9



10

戦略的にグループ横断プロジェクトを立ち上げております。加

飾フィルム用粘着剤上市においても、組織の垣根を超えた体

制で取り組んでおり、早期の製品化を実現しました。

また、各セグメント間でも、共通の市場に対する調査・提案や

新たな市場開拓を推進するために、組織横断プロジェクトを

設置して活動いたしました。今後も市場別・分野別の取り組み

等については、組織の垣根を超えた連携で事業展開を推進し、

当社グループの総合力を磨いてまいります。

②継続的な新規事業の創出体制の構築

当社は、長年にわたって基礎から応用にいたる研究開発体

制の構築・強化を図ってまいりました。従前から困難な課題に

直面した際は、データを一つひとつ積み上げ、創意工夫をもっ

て課題解決に導く風土が根付いております。たとえ研究者が

世代交代しても、その時々の社会の課題や顧客の声に真摯

に向き合い、お客様の想いをかなえる製品を開発し、提供し

続ける姿勢は不変です。

しかしながら、昨今の技術進歩は著しく速くなり、市場・顧客ニー

ズはかつてないスピードで変化する時代になりました。今まで

の常識がすぐに過去のものとなり、新たな課題が生まれており

ます。

このような外部環境の変化に迅速に対応するために、2020年

度から新規事業企画部を新設し、継続的な新規事業創出体

制の構築を進めております。この組織では、将来の社会課題

の解決に着目し、社会ニーズを掘り下げることはもちろん、中

長期的な視点でのテーマ探索を推進しており、これを加速さ

せるために大学・研究機関、スタートアップ企業などとの外部

連携を強化して新規事業創出へ向け取り組んでおります。

こうした新規事業企画部での取り組みは、自前主義の志向が

強かった既存事業における意識や考え方にも好影響を与え

ております。中期経営計画の重点分野や環境配慮型製品な

どは、新規参入や市場・顧客ニーズの変化が活発であるため、

積極的に外部連携を進めて取り組みを促進しており、さらに

戦略の実現性と実行速度を高められるものと期待しております。

③持続的な成長を支える経営基盤の強化

当社グループの持続的な成長を支える経営基盤として最も重

要なのは「人材」であり、次世代を担う人材育成を推進すると

ともに、グループ全体における人材の多様性を高めることにより、

様々な視点・考えを事業活動に取り込んでいくことが、経営基

盤の強化に不可欠だと考えております。コロナ禍には日本か

らの駐在員が海外へ渡航できない状況にあっても、現地採用

者から登用した経営陣を中心に的確な事業運営をしてくれま

した。今後もグループ全体でのダイバーシティを推進し、現地

の実情に合わせた営業・マーケティング戦略の策定・深耕を進

めてまいります。

また、次世代を担う人材育成推進については、2020年度より「グ

ループ人材育成制度」を制定し、2021年から運用を開始いた

しました。それぞれに明確な夢や目標を持てる環境を整備し、

個々の成長を会社が後押しすることが、高度化・複雑化する

経営環境の変化に対応し続ける源泉となり、当社グループの

中長期的な企業価値向上につながるものと考えております。

次期中期経営計画の策定に向けて
昨年、私は各事業部門に対して「10年後の姿をどう描くか」と

いう問いを投げかけました。日々の課題に追われる事業部門

はどうしても目の前の目標に集中しがちですが、常に中長期の

視点を持って取り組むために、今後の方向性や検討課題の整

理につなげてもらいたいという想いがあったからです。各事業

から示された10年後に目指す姿は、まだまだ粗削りな部分があ

りますが、持続的な成長に向けた想いを感じることができました。

次期中期経営計画の策定に向けて、10年後のあるべき姿を目

指した取り組みを具体化するとともに、近年、世の中の意識が

加速しているサステナビリティへの取り組み、特に気候変動問

題は喫緊の課題として、現在までの取り組みを一層加速させ、

カーボンニュートラル社会の実現に向けた「責務」と、高バイオ

マス度などの環境配慮型製品・技術の普及による、温室効果

ガス排出削減への「貢献」に注力し、社会課題解決と当社グ

ループの成長の両方の持続可能性を追求してまいります。

また、安全・安定操業の継続、コンプライアンスの徹底、ダイバー

シティの着実な推進、人権の尊重など、当社グループの全事

業を下支えする経営基盤を一層強化することにより、経営の

持続性を高めてまいります。

2022年度は中期経営計画の最終年度であり、初年度からの

地道な取り組みが種まきの段階から成長過程へと進みつつあ

ります。事業環境は先行きの不透明な状況が続きますが、グ

ループ一丸となって目標達成を目指してまいります。

ステークホルダーの皆さまにおかれましては、当社グループの

更なる発展にご期待いただくとともに、今後も変わらぬご指導、

ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。
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改訂CGコードの対応について
―情報開示に対する考え方―

布施木：CGコードの改訂を受けて、様々な情報開示に

ついて、私は当社の企業価値をどのように向上させてい

くかが最大のテーマだと捉えています。その際に重要と

なるのが社会に対する情報発信です。財務情報は制

度化されていて、上場企業はひな型に沿って情報発信

を行っている一方で、非財務情報は規定がなく、各社が

それぞれの手法で発信しているのが現状です。非財務

情報は財務情報に密接に関連しているので、今後当社

がどのような非財務情報の開示を行っていくかが、企業

価値向上のための重要な課題になると考えています。

神山：特にESG 関連の情報開示強化の流れが国内

外で加速しています。TCFD（※1）による気候変動リスク

などに関する情報開示の推奨や、日本のコーポレートガ

バナンス改革を牽引した「伊藤レポート（2014年）」に続

く、人的資本経営の実現に向けた「人材版伊藤レポー

ト（2020年）」の公表、さらに2022年6月には、ISSB（※2）

が主要な基準策定団体を統合し、本格的に動き出しま

す。このような動きのなかで、ESG 対応を事業活動に結

び付けられていない企業や活動ができていても発信が

充分でない企業は社会から認められない時代になりつ

つあると感じています。ESG 活動それ自体はもちろんで

すが、活動を持続的に向上させる仕組みなどを含めた

開示が必要ではないでしょうか。

福田：ご指摘の点についてですが、これまで当社は情

報発信に関して、機能が各部署へ分かれており、発信

がばらばらであったと考えています。そうした反省も踏まえ、

ステークホルダーに対する効果的な情報発信を行うため

に、2022年4月にIR・広報室を新設しました。情報発信

の大切さについては、社外取締役の皆様に以前より提

言をいただいており、この度ようやく一歩を踏み出したとこ

ろです。企業価値向上のために、ESG 活動の発信を含

め、情報開示のあり方をしっかりと検討していきたいと考

えています。
※1 TCFD: 気候関連財務情報開示タスクフォース
※2 ISSB: IFRSサステナビリティ基準を設定するための国際サステナビリティ基準委員会

企業価値向上に向けて
企業を取り巻く社会環境が大きく変化するなかで、持続的成長の実現と中長期的な企業価値の向上を目的に、
2021年6月、コーポレートガバナンス・コード（以下「CGコード」）が改訂されました。特に重要な改訂ポイントは、
「取締役会の機能発揮」、「企業の中核人材における多様性（ダイバーシティ）の確保」、「サステナビリティ（ESG
要素を含む中長期的な持続可能性）を巡る課題への取り組み」の３つになります。
これらを踏まえCGコード対応への考え方や当社経営体制の現状と課題などについて、代表取締役社長が社外
取締役3名とともに、多様な視点から意見交換を行いました。

社長　　社外取締役会談×

社外取締役　土屋 淳
2019年より当社社外取締役に
就任。国内外の化学系事業会社
の経営者を歴任。

代表取締役社長　福田 純一郎
1986年入社。取締役上席執行
役員粘着剤・機能材事業、樹脂
事業統括、樹脂・加工製品事業
統括、代表取締役副社長を経て、
2020年より現職。

社外取締役　神山 健次郎
2020年より当社社外取締役に就
任。大手化学系メーカーで長年に
わたりIR・広報業務を担当。

社外取締役　布施木 孝叔
2017年より当社社外監査役に就任
し、2021年から当社社外取締役に就
任。公認会計士。
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―CGコード対応への考え方―

土屋：私は日本企業以外に米国企業とドイツ企業で働

いた経験がありますが、ガバナンスに関する姿勢は国に

よって異なっていました。例えば、米国企業はルール作り

を重視しており、一方でドイツ企業は、コンプライアンス（遵

守）の徹底を重んじていました。このように各国でガバナ

ンスに関する考え方が異なることを踏まえ、CGコードをよ

り広い視点で捉えることで当社の成長に大きく寄与する

と考えています。

布施木：私も同じ考えです。CGコードは、安倍政権によ

る「アベノミクス」の第3の矢として、コーポレートガバナン

ス改革を通じて日本企業の「稼ぐ力」を強化することを

目的に策定されました。そのため非常に広範な原則をカ

バーすることになり、「コンプライ・オア・エクスプレイン（遵

守せよ、あるいは説明せよ）」の手法がとられています。

当社は100％「コンプライ」を目指すのではなく、従来か

ら有価証券報告書などで首尾一貫して開示してきた姿

勢を今後も踏襲し、安易に「コンプライ」にこだわる事なく、

しっかりと「エクスプレイン」し続けることがより重要だと

思います。

―多様な中核人材育成の方向性―

神山：中核人材の多様性についても同様です。多様性

を優先するために、あるいはKPIを達成するために、受

け入れ態勢が整っていないなか、無理をして外部から

人材を採用する必要はないと考えています。社内でい

かに人材を育成するか、そのための仕組みをいかに構

築するかを優先すべきでしょう。例えば、女性リーダーに

関する議論がありますが、単に女性管理職比率を上げ

るために女性を登用するような考え方には違和感を覚え

ます。当社の持続的成長に必要なスキルや知見を持っ

た人材であれば、ジェンダーに関わらず登用すればいい

と思っていますが、福田社長はどのようにお考えですか。

福田：私は人材登用にあたり、ジェンダーや学歴などは

意識していません。仕事の実績に加えて、これからの成

長性を重視しています。2022年4月1日付の執行役員の

選任、人事異動では、品質保証本部長として、執行役

員に女性を初めて任命しました。また、IR・広報室長、コ

ンプライアンス推進室長、内部監査室長も女性ですが、

ジェンダーという視点ではなく実績とやる気、将来への

期待をもって登用しました。その結果として多様性が生

じてくると考えています。

―取締役会の実効性に関する評価―

土屋：当社の取締役会メンバーは8名で、うち3名が社

外取締役です。さらに、監査役会のメンバーは4名で、う

ち2名が社外監査役です。社外役員のキャリアがそれ

ぞれ異なることが多様な意見につながっており、モニタリ

ング機能を発揮するという意味で、非常に良いバランス

だと感じています。加えて、議論が活発にできる雰囲気

やオープンマインドな議論を社内の経営陣が意識的に

促していることも評価しています。

神山：就任時、私が感心したのは、取締役会で社外監

査役の方々が自由活発に意見を出しておられることでし

た。それだけでも、モニタリングが機能していることが分

かりました。社内取締役の中に非業務執行役員がいらっ

しゃることも、当社取締役会の特長だと思います。そして、

自由闊達な議論を通じて、何が不足しているか、何を改

善すべきか、すぐに改善できないとしたらいつやるのかな

ど、多様な視点で状況を常にモニタリングできていることも、

実効性の担保という点で重要だと感じています。

福田：社外取締役の皆様に、そのように評価していただ

き有り難く思います。当社は取締役会に限らずオープン

マインドな社風がありますが、社外役員の方々から様々

な刺激をいただくことで、さらに活発な議論につながって

おり大変感謝しています。これまで非業務執行役員の

取締役会長が取締役会の議長を担い、モニタリング機

能の一助になっていました。しかし、その体制を組織的

に維持できているわけではないため、今後、社内取締役

がモニタリング機能を担う体制構築についても、適宜検

討したいと考えています。

持続的成長に向けた
取り組みについて
―化学メーカーとして生き残るための経営戦略―

土屋：持続的な成長を目指して長期的な目標を定め、

バックキャスティングで計画を考えることも必要ですが、

私がより重視するのは、事業を取り巻く環境変化への即

応力です。企業の歴史は変化の歴史であり、その意味

で当社が化学メーカーとしていかに生き残っていくかは、

これからの経営戦略を考える上で重要なテーマになるで

しょう。そのため「競争力が高い粘着剤事業に集中する

のか」「当社がコントロールできない地政学的リスクを抱

える海外市場をどのように捉えるのか」といった議論を今

こそ深めていく局面だと思います。さらに化学業界では、

今まさに企業としての在り方についての再定義が始まろ

うとしています。これからは、専門性を持った化学メーカー

や一芸に秀でて開発・生産・販売のプロ集団を有する化

学メーカーだけが生き残れるのではないでしょうか。それ

を一本足打法で貫くのか、それとも第2、第3の軸を創出

するのかといった議論を十分にする必要があると感じて

います。また、自社でコントロールできないリスクシナリオ

の検討については、取締役会で継続的に問題提起をし

ています。

布施木：化学業界のサプライチェーンで言うと、当社は

中間材料製品を供給する企業として川中工程に位置し

ています。基礎製品を供給する川上工程、最終製品を

供給する川下工程の両方に挟まれ、独自に新製品情報

などを発信することが難しい立ち位置にあることは事実

です。一方で、川上工程や川下工程における新たな技

術や製品の開発を支える力を持っています。このような

視点から情報発信を推進していくことも、持続的な企業

価値向上を実現するための当社経営戦略の一環になる

と考えています。

―社外取締役として取り組みたいこと―

神山：当社は価値の高い技術や製品を数多く持ってい

ます。さらに、「地球環境の保全を指向しつつ社会に役

立つ革新的製品を提供します」と経営理念に謳ってい

ます。社員の皆さんが経営理念に基づいた事業活動を

実践する当事者であるとの意識を強く持ち、その結果が

企業価値向上につながるよう、私の専門性も活かしアド

バイスしていきたいと考えています。

布施木：私は当社を「伸びしろのある優等生」と呼んで

います。現時点でも、上場企業としてやるべきことがしっ

かりと行われています。一方で、その良さが外部の方々

にほとんど伝わっておらず、企業価値向上という視点か

ら成長の余地がまだまだあると認識しています。今後も

「伸びしろのある優等生」であることの発信について、

提言を続けていきたいと思っております。

土屋：私は狭山事業所で毎月開催されている研究開

発報告会にできる限り参加しています。目的は2つありま

す。1つは新たな事業の種があるかを確認すること。もう

1つは次々世代以降を見据えた経営人財の発掘です。

プレゼンテーションの中核メンバーは40歳前後。話が分

かりやすいか、内容を理解しているか、将来を見据えて

いるか、という3つのポイントを基準に各人の能力を判断し、

若い世代における後継者育成につなげたいと考えてい

ます。

福田：企業を取り巻く環境変化が著しいなか、CGコード

が改訂されたことを受けて、今回社外取締役の皆様に

お話しを伺いましたが、企業価値向上のために当社は今

何を検討すべきかを再認識する良い機会となりました。こ

れまでも取締役会で様々なご意見をいただいておりまし

たが、特に情報発信の重要性を改めて痛感しました。ス

テークホルダーの皆様に当社をどのように伝え、理解を深

めていただくか。その結果を企業価値にいかに反映し、

社員のモチベーション向上につなげいていくか。そうした

全社視点に立った組織的な活動によって、持続的成長

を目指したいという想いが深まりました。今後とも、多様な

視点に立った忌憚のないご意見をお願いいたします。
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社外取締役
神山 健次郎

社外取締役
土屋 淳

社外取締役
布施木 孝叔

取締役
蓮井 崇文

代表取締役社長
福田 純一郎

常務取締役
滝澤 清隆

取締役
冨田 幸二

取締役
岡本 秀二

常勤監査役
泉浦 伸行

社外監査役
安田 恵

社外監査役
鈴木 仁志

常勤監査役
野村 明

取締役

監査役

当社グループは、適切な企業統治の推進・徹底を図ることにより、企業としての社会的責任を果たし、関係 
する皆さまから信頼していただけることを基本方針とし、実効性の高いガバナンス体制の整備・充実に取り
組んでいます。

コーポレート・ガバナンス
組 織 統 治役員紹介

子会社管理
関係会社管理規程に基づき、子会社の経営上重要な決定事
項については事前承認を求め、子会社の業務執行については
事業推進会議にて担当執行役員から報告を受けるとともに、
定期的に子会社の代表者から事業計画の進捗状況の報告を
受けています。

監査役会は、社外監査役2名を含む4名で構成され、原則月1
回定時に開催しています。各監査役は、取締役会などの重要会
議に出席し適宜意見を述べるとともに、業務監査などを通じて
取締役の執行状況を監査しています。また、内部監査室や会計
監査人と定期的に情報・意見交換を行ない、緊密な連携を図っ
ています。

監査役会

取締役会
取締役会は、社外取締役3名を含む8名で構成され、月1回定
時に開催するほか、必要に応じて臨時に開催しており、法令で
定められた事項および経営上の重要な事項の意思決定なら
びに業務執行状況の報告を受けて確認し、業務執行を監督し
ています。

社外取締役を委員長とし、指名諮問委員会にて取締役および
監査役候補者を選定、報酬諮問委員会にて取締役および監
査役の報酬を審議し、審議結果をそれぞれ取締役会および監
査役会に答申することで客観性および透明性の確保を図って
います。

指名・報酬諮問委員会

コーポレート・ガバナンス体制

報告・提案

報告

当社は、監査役制度を採用しており、取締役会および監査役

会による取締役の職務執行の監督および監査を行なっていま

す。また、業務執行につきましては、執行役員制度を導入し、

取締役による経営の意思決定および監督機能と執行役員によ

る業務執行機能を分離することで、経営の透明性・公平性を

高めるとともに、業務執行の迅速性・効率性を確保しています。 

なお、当社の社外取締役は、企業経営における豊富な経験と

高い見識に基づき、独立した客観的立場から経営に対して意

見・助言を行ない、取締役会の機能を強化する役割を担ってい

ます。

選任/解任

株 主 総 会

企業倫理委員会

指名諮問委員会

報酬諮問委員会

内部監査室

安全衛生委員会 他

事業推進会議

取締役会
取締役8名（うち社外取締役3名）

監査役会
監査役 4名

（うち社外監査役 2名）

会計監査人

執行役員

営業部門・生産部門・研究開発部門・管理部門

子会社

代表取締役社長

選任/解任

連携

監査

監査

報告

指示

答申

審議結果の
報告・提案

報告

監査

選任/解任

報告

報告・提案

監査
提言

指示

経営監視

2022年3月31日時点

2022年6月24日時点

スキルマトリクス
指名 企画経営 営業

マーケティング
技術

研究開発
生産

品質管理 財務会計 法務
リスク管理

人事
人材開発 海外事業

福田 純一郎 ● ● ● ● ●

滝澤 清隆 ● ● ● ●

冨田 幸二 ● ● ●

岡本 秀二 ● ●

蓮井 崇文 ● ●

土屋 淳※ ● ● ● ●

神山 健次郎※ ● ●

布施木 孝叔※ ● ●

報告・提案

報告

（注）1.上記一覧表は各役員が有する全ての知見や経験等を表すものではありません。
2.「※」は独立・社外役員であることを示しております。

取締役の構成

46.7％

58.3％

37.5％

62.5％

取締役 社外
3名

社内
5名

社外
5名

社内
7名

取締役
+

監査役

取締役8名（内社外3名）

取締役8名（内社外3名）、
監査役4名（内社外2名）
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組 織 統 治 コーポレート・ガバナンス

役員の報酬などについて

a.�基本方針	 �
当社の取締役の報酬の基本方針は、当社の取締役としての役割・
責務を全うできる優秀な人材を確保・維持できる水準としつつ、
短期業績目標の達成および中長期的な企業価値の向上を動機
づけるインセンティブ連動を重視した報酬とすることを基本方
針としております。具体的には、取締役（社外取締役を除く）は月
例の基本報酬、当該年度の業績に連動する賞与および株式報酬
（譲渡制限付株式付与による報酬）で構成し、社外取締役は固定
報酬のみで構成しております。なお、監査役の報酬については、
独立した立場からの監査という役割から、固定報酬のみで構成し
ております。

b.�基本報酬（金銭報酬）の個人別の報酬などの額の決定に 
関する方針 
当社の取締役の基本報酬は、月例の固定報酬とし、経済・社会情
勢、従業員給与とのバランス、同業他社の報酬水準などを考慮
し、各取締役の責務に応じて決定しております。

c.�業績連動報酬並びに非金銭報酬の内容および額または数
の算定方法の決定に関する方針�
業績連動報酬としての賞与については、該当年度の経営成績の
評価指標である連結経常利益に一定の割合を乗じて算出した金
額に、目標達成度などを考慮し、役位および業績貢献度に応じて
配分額を決定しております。�
非金銭報酬などとしての株式報酬は、譲渡制限付株式とし、その
支給金額は、その目的を踏まえた相当と考えられる金額を各取
締役の職責に応じて決定しております。具体的な支給方法は、支
給決定後一定の期間内に、当該報酬の割当対象となる取締役に
対して譲渡制限付株式付与のための金銭債権を支給し、当該取
締役は、当該金銭債権の全部を現物出資財産として払い込み、
当社の普通株式について発行または処分を受けるものとしてお
ります。なお、当該普通株式の発行または処分にあたっては、当
社と対象取締役との間で譲渡制限付株式割当契約を締結してお
ります。

d.�金銭報酬の額、業績連動報酬などの額または非金銭報酬
などの額の取締役の個人別の報酬などの額に対する割合
の決定に関する方針 
取締役の種類別の報酬割合については、当社の同程度の事業規
模や関連する業種・業態に属する企業をベンチマークとする報酬
水準を踏まえて決定しております。

e.�役員の個人別の報酬などの内容についての決定に関する事項 
役員の個人別の報酬などの内容については、株主総会で決議され
た各報酬限度額の範囲内で、社外取締役を委員長とする報酬諮
問委員会の答申に基づき、取締役の報酬は取締役会において、監
査役の報酬は監査役会において決定しております。なお、当事業
年度は、報酬諮問委員会を2回開催し、その答申に基づいて取締
役会で審議・決定しております。なお、役員の報酬限度額は、2006
年６月27日開催の第58回株主総会において、取締役の報酬限度
額を年額216百万円以内、監査役の報酬限度額を年額60百万円
以内とすることを決議しております。当該定時株主総会終結時の
役員の員数は、取締役は10名、監査役は４名であります。また、こ
の報酬枠とは別に、2019年６月25日開催の第71回定時株主総
会において、取締役（社外取締役を除く）を対象とする譲渡制限付
株式付与のための報酬限度額を年額40百万円以内、その付与株
式の総数は年20,000株以内とすることを決議しております。当該
定時株主総会終結時の取締役（社外取締役を除く）の員数は、５名
であります。

f.�取締役の個人別の報酬などの内容が決定方針に沿うもので
あると取締役会が判断した理由�
取締役の個人別の報酬などの内容の決定にあたっては、報酬諮
問委員会が原案について決定方針との整合性を含めた多角的な
検討を行なっていることから、取締役会としてもその答申を尊重
し、決定方針に沿うものであると判断しております。

当社グループの持続的な成長と中長期的な企業価値向上を確保していくための仕組みの一つとして、
役員の報酬等に係る基本方針を定めています。社外取締役のサポート体制としては、取締役会事務局が必

要な連絡を行なうとともに、取締役会での審議事項、その他 

重要会議での報告・検討事項等に関する情報提供を行なって

います。社外監査役のサポート体制としては、専任の監査役

補助者を配置し、監査役会の補佐、社外監査役への連絡を

行なっています。

■社外取締役・監査役のサポート体制当社は、取締役会全体の実効性について客観的な視点から
分析・評価するために、全ての取締役および監査役に対し第
三者専門機関によるアンケート調査を毎年実施し、その結
果に基づき取締役会において実効性に関する分析・評価を
実施しています。
なお、2021年度の調査の結果、概ね実効性のある取締役
会の運営がなされていることが確認できましたが、引き続き
中長期的な企業価値向上の観点からサステナビリティへの
取り組みに関する議論をより一層充実させる必要があるこ
とを確認・共有しています。今後も、評価結果を踏まえ、取
締役会の更なる実効性の向上に取り組んでまいります。

社外取締役

氏名 選任の理由

土屋 淳
グローバルな企業経営で培われた豊富な経験と幅広い化学
の分野での高度な知識を当社の経営に反映していただくた
め、社外取締役に選任しています。

神山 健次郎
上場企業における長年の勤務を通じて培った広報・IR分野
での豊富な知見、および企業経営の経験を当社の経営に反
映していただくため、社外取締役に選任しています。

布施木 孝叔
公認会計士としての専門的な知識と豊富な経験を当社の経
営に反映していただくため、社外取締役に選任しています。

社外監査役

氏名 選任の理由

鈴木 仁志
弁護士としての専門的知見を当社の監査に活かしていただ
くため、社外監査役に選任しています。

安田 恵
公認会計士としての専門的な知識・経験を当社の監査に活
かしていただくため、社外監査役に選任しています。

■社外取締役・監査役の選任理由

取締役および従業員の職務の執行が法令および定款に
適合することを確保するための体制

取締役の職務の執行に関する情報の保存および管理に
関する体制

損失の危険の管理に関する規程その他の体制

取締役の職務の執行が効率的に行なわれていることを
確保するための体制

当社およびその子会社から成る企業集団における業務
の適正を確保するための体制

財務報告の信頼性を確保するための体制

監査役の適正監査を確保するための体制

監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求
めた場合における当該使用人に関する事項および使用
人の取締役からの独立性に関する事項

反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその
整備

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

内部統制システム

当社グループは、取締役会において「内部統制システム構築
の基本方針」を決議し、業務の適正を確保するための体制の
整備・運用を進めるとともに、その進展や状況に応じて、必要
な改定を行なっています。「内部統制システム構築の基本方
針」の全文は、有価証券報告書、コーポレート・ガバナンス報
告書、株主総会招集ご通知に記載しています。

取締役会の実効性評価

役員区分ごとの報酬などの総額、報酬などの種類別の総額及び対象となる役員の員数� 単位：百万円

役員区分 報酬等の総額
報酬等の種類別の総額

対象となる役員の員数
固定報酬 業績連動報酬 ⾮⾦銭報酬等

取締役
（社外取締役を除く） 191 111 52 28 6名

監査役
（社外監査役を除く） 28 28 − − 3名

社外役員 26 26 − − 6名

(注)１．当事業年度末現在の⼈数は、取締役８名、監査役４名であります。
(注)２．提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等については、連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しな いため、記載しておりません。
(注)３．当社は2006年６⽉27⽇開催の第58回定時株主総会終結の時をもって取締役及び監査役の退職慰労⾦制度を廃 ⽌しております。
(注)４．上記の役員の員数及び報酬等の総額には、当事業年度中に退任した取締役1名、監査役1名及び社外役員１名を含んでおります。
(注)５．上記の⾮⾦銭報酬等の⾦額は、取締役６名に対する報酬であり、当連結会計年度に係る譲渡制限付株式の付与のための報酬の費⽤計上額です。
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コンプライアンス

組 織 統 治 コーポレート・ガバナンス

■コンプライアンス関連研修
eラーニングシステムを活用し、全従業員を対象に自社株式の売買
に関する社内ルールやインサイダー取引の勉強会を実施しており
ます。また、管理職を対象にハラスメントに関する研修も実施してい
ます。

■企業倫理委員会
定期的な法令遵守状況のチェックや改善のための提言を行ない、そ
の状況を取締役会に報告しています。また、従業員を対象に企業倫
理に関するディスカッションを企画・実施することにより、従業員の企
業倫理および法令遵守に対する意識向上を図っています。

事業経営に重大な影響をおよぼす可能性のあるリスクについて、
「リスク管理規程」に基づき適切な管理体制を整備するととも
に、毎年その運用・リスク評価の見直しを実施して改善に努めて

います。代表取締役社長を総括責任者として、当社グループの
リスクの把握・管理に関する活動を総括し、リスクが顕在化した
場合には当社グループ全体の総括的な指揮監督にあたります。

火災現場消火訓練 (狭山事業所)

■防災訓練
狭山・浜岡事業所では年に2回、本社では年に1回、防災訓練を実施し
ています。万が一の事故や自然災害に備え、事業所ごとに自衛消防
隊を編成し、迅速かつ的確な対応を行なえるよう全従業員が訓練に
参加して防災・災害対応力向上に努めています。

リスク管理

避難訓練（本社）

津波避難訓練（浜岡事業所）

■BCP（事業継続計画）
地震や台風などの自然災害や新型コロナウイルスなどの感染症は、
事業に必要な人員や設備、ライフラインに甚大な被害をおよぼす可
能性があります。有事の際にも事業をできる限り中断させないた
めに、被害を最小限にとどめ、すばやく復旧して生産活動を再開で
きるようBCP（事業継続計画）を策定しています。社内の組織は緊
急対策本部をはじめとして、お客様に製品を供給するための原材料
調達・製造・物流・営業などの中核機能、社員の安否確認や社内外の
情報収集を行なうサポート機能などといった、機能別に組織の役割
を明確化し、想定される対応・行動をもとにアクションプランを作成
しています。危機管理能力と事業継続力のさらなる向上のために、
BCPの定期的な見直しや社員への教育・訓練などに努めています。

■　　　　緊急対策本部の構成	  
対策本部長：社長
副本部長：管理担当執行役員
（その他構成員）
生産担当執行役員
営業担当執行役員
その他対策本部長指名者
（事務局）
総務担当部門、経営管理部門

■　　　　現地対策本部の構成	  
現地対策本部長：現地事業所長
（その他構成員）
現地総務グループ長
その他現地対策本部長指名者
（事務局）
現地総務グループ

取締役会

管理 生産 営業 その他部門

緊急対策本部

現地対策本部

■情報セキュリティ
情報システムは、事業活動のあらゆる局面において非常に重要な
役割を担っています。また、年々複雑化・高度化している上にサイ
バー攻撃などの脅威も高まっており、情報セキュリティに関わるリ
スクは重要リスクのひとつと認識しています。個人情報を含むお客
様の情報、機密事項を含む社内情報の安全を確保するため、「情報
セキュリティ管理規程」「機密管理規程」などを定め、適切に運用す
るとともに、情報セキュリティの3要素（機密性・完全性・可用性）と
被害発生の可能性（脅威・脆弱性）について毎年リスク評価を行な
い、評価結果に基づいて改善を図ることで、継続的にリスクの軽減
に努めています。
また、昨年11月に施行された中国個人情報保護法についても、体
制を整備し運用を開始しています。

■デジタル化への対応と情報セキュリティの強化
リモートワークをはじめとする働き方の多様化や、ＩоＴやＡＩといっ
た革新的な技術の活用が進むなど、当社をとりまく環境は大きく
変化しました。こうした時代の流れをうけ、当社ではデジタル化へ
の対応と、それに伴う情報セキュリティを強化する取り組みを推進
しています。
また、通信状況の調査、無線環境の整備、申請書類の電子化や、新
たにエンドポイントセキュリティの導入などを行ない、WEB会議や
リモートワークの増加といった環境の変化の中でも、セキュリティ
対策を強化し、より安全に業務が行なえるよう取り組んでいます。

サステナビリティへの取り組み
当社では、地球環境の保全や人権の尊重、従業員の労働環境
への配慮などサステナビリティを巡る様々な課題に向き合い、
事業活動を通じて社会課題の解決に貢献するとともに、経済
的価値を創出し続けることを基本方針としています。具体的に
は、環境配慮型製品の開発・販売、生産プロセスにおけるCO2

排出量の削減、省エネルギー活動の推進、安全・快適な職場環
境の形成と従業員の健康保持増進などに取り組んでいます。

また、持続的成長の原動力である人的資本への投資として、次
世代を担うグローバル人材の確保・育成、グループの多様な
人的資源の有効活用を図るための人事インフラの整備に取り
組んでいます。知的財産への投資については、中長期的な市
場・顧客ニーズを見据えた新技術・製品の開発や、成長分野に
おける新規事業の創出など、持続的な成長へ向けて経営資源
を積極的に投入しています。

綜研化学倫理綱領を法令遵守体制の基礎として、綜研化学
倫理綱領ハンドブックを作成し毎年更新しているほか、コン
プライアンス関連規程の見直しなどを行ない、コンプライ
アンスの推進を図っています。

■内部通報制度
海外子会社を含むすべての従業員が法令、倫理綱領、諸規程等に反す
る不適切な行動に気づいた場合、通報・相談できるよう社内外に相談
窓口を設けています。

また、2022年度から新たにコンプライアンス推進部門を
新設し、グループ全体での更なるコンプライアンスの推進 
およびモニタリング機能の強化を図ってまいります。

※必要に応じて懲戒委員会を設置

※必要に応じて調査委員会を設置

事実確認・調査

社外窓口
（独立弁護士）

対応・再発防止などの
妥当性に関する検討

再発防止など、処分などに
関する審議と決議など

常勤監査役担当執行役員

社内窓口
（事務局または女性専用窓口）

通 報 者
（グループ会社含む）

企業倫理委員会

取締役会

通報受付20日以内に調査結果と
継続調査の有無を通知

通報受付20日以内に調査結果と
継続調査の有無を通知

監査役会規則に拠る

2022年3月31日時点
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当社グループは、経営理念にある「株主の皆さまからの共感」を実現していくため、適時適切な情報開示で、
信頼性と透明性の保持に努めています。

株主・投資家の皆さまとの関わり
組 織 統 治

3月2月1月12月11月10月9月8月7月6月5月4月

決算発表

決算説明会

株主総会

■　　　　第3四半期決算発表

IR活動スケジュール

■　　　　期末決算発表 ■　　　　第1四半期決算発表 ■　　　　第2四半期決算発表

■　　　　期末決算説明会 ■　　　　第2四半期決算説明会

■　　　　定時株主総会

当社は、株主の皆さまに対する利益還元を重要政策の一つと
考え、事業拡大や技術革新に対応した設備・研究開発投資によ
る収益性の向上、財務体質の強化を図りながら、配当水準の
向上と安定化に努めることを基本方針としています。2021年
度の利益配当金につきましては、同期の業績結果および今後
の事業展開、設備投資等の資金需要、内部留保の水準などを
総合的に勘案し、1株当たり75円（普通配当）とする予定です。

金融機関

証券会社

その他の法人

外国法人等個人その他

（自己株式48.847 株を含む）

45.8％

16.1％

1.9％

12.4％

23.8％

所有者別株式分布状況

利益配分に関する基本方針

株主の皆さまとの建設的な対話を促進するため、IR活動全般
を統括するIR担当取締役のもと、IR・広報室を中心に社内関
係部門と連携して対応する体制を整備しており、株主との個
別面談の他、決算説明会や当社WEBサイトなどを通じて事
業概況や業績などについて説明する機会を設けています。対
話を通じて得られたご意見については、IR担当取締役が取り
纏め、定期的に取締役会に報告しています。株主の皆さまと
の対話にあたっては、インサイダー取引防止を目的とする「株
式内部者取引管理規程」に従い、情報管理の徹底を図ってい
ます。

株主の皆さまとの対話に関する方針

当社は、経営の透明性を高め、企業としての説明責任を果た
すため、適時開示や当社ホームページなどによる情報発信に
併せ、機関投資家・アナリストの皆さま向けの説明会などコ
ミュニケーションの充実に努めており、当社へのご理解をより
深めていただけるよう、積極的に活動しています。

IR活動の基本的な考え方

情報開示に関する方針
法令などに基づく法定開示や東京証券取引所規則に基づく適
時開示の実施はもとより、これらの開示基準に達しない任意
開示情報についても積極的に開示することとしています。
機関投資家・アナリストの皆さまには決算説明会（年2回）や個
別の面談を実施しています。また、株主の皆さまを対象に「ビ
ジネスレポート」を発行しています。これらの資料につきまし
ては、すべてのステークホルダーに広くご覧いただけるよう、
当社ホームページにも掲載しています。

決算説明会（動画配信）

第　　期 上期ビジネスレポート74
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上期ビジネスレポート

当社グループは、お客様の満足を第一に考え、製品やサービスの提供を行なっています。化学メーカーとし
ての責任を果たすとともに、「一番身近な存在」として、安全·品質を確保し、これからもお客様の信頼に応
えていきます。

お客様との関わり
消 費 者 課 題

脱炭素社会への動きをはじめとした社会動向の変化や法改正
により、お客様の要求事項も多様化してきています。製品の
原単位当りのCO2排出量の情報提示のご要望が増えてきてい
ます。2021年度より、お客様の満足度向上を目的に抽出した 
重要課題に対する品質強化活動に取り組んでいます。

品質強化活動

当社グループでは確実に製品をお届けするための生産体制
を整えています。国内の生産拠点である狭山事業所と浜岡事
業所では常に生産スケジュールや物流スケジュールを最適化
し、お客様のニーズに柔軟に対応しており、海外子会社にも
この技術・技能を共有し、グローバルな生産体制を強化して
います。また、カスタマーセンターでは、情報提供サービス
の充実を進め、顧客サービスの拡充に努めています。これか
らもお客様とのコミュニケーションを深めていく体制づくりを
強化してまいります。

確実に製品をお届けするために

当社グループは、経営理念に「環境保全を指向しつつ社会に
役に立つ革新的製品を提供」することを定め、品質·環境統合
方針に則り、自主的かつ積極的に製品の安全・品質向上を目
指した企業活動に取り組んでいます。

製品の安全・品質に対する
基本的な考え方

お客様からの
確かな信頼を得るために

お客様の期待に応える魅力ある製品とサービスの提供を実現す
るために、さまざまなご要望に応えていくことを心がけています。
営業担当者よりコメント

昨年に引き続き、対面による面談が
難しい状況でしたが、Web面談のメ
リットを最大限に活かして、お客様と
高い頻度でコミュニケーションを取る
よう活動しています。
お客様が弊社の製品をどのようにお
使いになるのか、また実際にはどのよ
うなことを求めておられるのかなど、ヒ
アリングの内容に合わせて、紹介資
料の充実にも力を入れました。お客

様のアイデアをお伺いしながらご提案を行ない課題解決にも貢献させ
ていただくことが出来たと自負しております。	 	
これからもお客様のために、私たちはより良い提案ができるよう活動し
てまいります。

樹脂事業本部　粘着剤部　営業1G　グループ長　米川 雄也

新規事業製品の紹介や既存製品の機能拡大などのＰＲを中心
に、国内·海外の展示会に出展しています。新型コロナウイル
スの影響により、2021年度も展示会のＰＲ活動が思うように
実施できませんでしたが、オンライン展示会などを活用して、
お客様との交流を図ることができました。今後も積極的に出
展を企画してまいります。

展示会への出展

INCHEM TOKYO 2021（綜研テクニックス） コンバーティングテクノロジー展（綜研化学）

■品質関連階層別教育
高品質な製品・サービスづくりと社員一人ひとりが品質意識を高め
るために、品質関連の階層別教育を体系化しました。また、各研修
においては、講義計画を整備し、研修の目的や人材育成のねらいを
明確にしました。2021年度は、苦情・不適合の発生原因を追究す
るために、原因分類項目を刷新し、職場リーダーの社員に対して、ト
レーナー研修を実施しました。2022年度からは、さらに本格的に
品質関連教育の強化を図ってまいります。

品質パトロール（浜岡事業所）

■品質パトロール
製品の品質不適合を未然に防
ぐことを目的として、品質パト
ロールを実施しています。製造
や検査の現場を巡視し、製品の
品質に影響を及ぼす可能性のあ
る因子を事前に発見し、作業現
場の環境改善に努めています。

ビジネスレポート
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Fair operating practices
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当社グループは、購買方針をもとに、お取引先の皆さまとの公正公平な取引のもと連携しながら、サプライ
チェーン全体としての社会的責任の実現を図っています。これからも良きパートナーとして信頼関係の構
築に努めていきます。

お取引先の皆さまとの関わり
公 正 な 事 業 慣 行

経営状況調査

品質管理状況調査

グリーン調達指針締結

監査実施（必要に応じて実施）

各種契約書締結

仕様書締結

評価及び認定

取引開始

取引先再評価（1回/年）

■新規お取引までの流れ

お取引先の皆さまに納入していただく原材料や副資材などの品質
は、当社製品の品質に大きく影響をおよぼす可能性があります。
新たにお取引を開始する際は、経営状況、品質アンケート、グリー
ン指針などの調査を行ない、当社グループの基準を満たすお取
引先であることを確認して、適切に原材料の管理をしています。
また、既存のお取引先の皆さまに対しても、年1回の再評価を
実施しており、お取引先の皆さまのご協力のもと品質向上に取
り組んでいます。

原料の安定調達と安全性の確保

お取引先の皆さまとの連携
当社とお取引の皆さまとは、緊密な連携体制を構築させて
いただいています。2021年度も新型コロナウイルス感染
症の影響により原料調達活動への制約を受けました。その
ような中、WEBツールを活用した連携を進め、フォーキャスト

（Forecast）管理を含めた柔軟な対応を行ない、安定的な原
料確保に努めて、生産に影響をおよぼすことはありませんで
した。

原材料等に含まれる化学物質がもたらす環境汚染を防止する
ために、管理が必要な物質を綜研化学グリーン調達指針管理
物質として定め、2009年から運用し、適切に管理を行なって
います。綜研化学グリーン調達指針管理物質とは、国内外の
法令、社会情勢および顧客の指定する物質などにより規定さ
れる物質のうち、当社において特に管理の必要を認めた化学
物質です。

グリーン調達

当社グループの調達における基本方針として、４つの基本的な
考えに基づき品質、納期、コスト、環境に優れた原材料および
副資材などの調達活動を展開しています。お取引先の皆さま
とは、公正公平な取引のもと、お客様へ製品を安定供給する
ため、良きパートナーとして信頼構築に努めています。

お取引先の皆さまとの関係

■公正公平 
国内外のサプライヤーの皆さまに対して、過去の実績の有
無に捉われず、品質·価格 ·納期 ·サービスに加え、経営安定
性についても公正かつ公平な評価·選定を行ないます。

■法令遵守
当社グループが国内外の法令、 社会規範を遵守し、 社会に
貢献する製品を提供し続けるために、製品やサービスをご提
供いただくサプライヤーの皆さまにも法令遵守を求めます。

■パートナーシップ
サプライヤーの皆さまとの信頼関係とご協力のもとに、相
互の持続的発展を目指した取り組みを行ない、win-winの
パートナーシップを目指します。

■環境配慮
「綜研化学グリーン調達·品質保証指針」に基づき、地球環
境保全に配慮した環境負荷低減製品の購買を実践し、サプ
ライヤーの皆さまにも同指針へのご協力を求めます。

購買方針

地域交流 ·ボランティア活動

新野川環境美化活動（浜岡事業所） 新野川環境美化活動（浜岡事業所） 新野川環境美化活動（浜岡事業所）

献血活動（狭山事業所） 献血活動（浜岡事業所） めだかをこども園に提供（御前崎市：浜岡事業所）

地域交流を兼ねたボランティア活動やイベントに積極的に参加しています。

当社グループは、社会との共生を図るため、地域貢献活動を持続的に行ない、社会の発展に貢献できるよう
に取り組んでいます。また、次世代を支える人たちへ化学の楽しさを伝える場を設けるよう努めています。

社会との関わり
コミュニ ティ

海外子会社の活動
寧波綜研化学では2012年1月から、綜研高新材料（南京）では2019年12月から会社全体でボランティア活動をスタートし、
地元の方々と協力して活動を行なっています。

2021年ボランティア活動(寧波綜研化学) 2021年環境保護活動(綜研高新材料（南京）)

学生向け事業所見学会
就職を考えている高校生に、化学産業への理解と興味を深め

てもらうために、事業所見学会を受け入れています。2020

年度の狭山事業所では、新型コロナウイルスの影響により、

Webでの工場見学を余儀なくされましたが、2021年度は感

染症対策を実施しながら、狭山事業所、浜岡事業所とも工場

見学を開催いたしました。
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当社グループは、経営理念に定める「働く喜び」を実現するため、全従業員の働きやすい職場環境を目指し
て、さまざまな支援制度を設けています。

従業員との関わり
人 　 権

～ダイバーシティと
　ワークライフバランス～

ダイバーシティ
従業員の人権を尊重し、国籍・性別・年齢・信仰などに関わり
なく、多様な人材の採用と活用を重視しています。従業員一
人ひとりのバックグラウンドや個性の違いは、さまざまな物
事の見方や発想を生む基盤になります。それぞれの個性を
活かし、そこから生まれる“発想の違い”を目的達成に活かし
ていくことが、当社グループにとってのダイバーシティであ
ると考えています。変化の激しい時代に新たな挑戦を続ける 
当社グループは、今後もダイバーシティを推進してまいります。

■えるぼし（認定段階2）認定
女性活躍推進法に基づく優良企業として厚生労働
大臣より「えるぼし（2段階）」の認定を受けています。
今後も女性だけでなく全ての従業員が能力を発揮
できる職場環境づくりに取り組んでまいります。

■外国籍社員の雇用促進
当社の外国籍者の雇用は1980年代からはじまり、その後海外事
業の拡大とともに、継続的に雇用・採用しています。外国籍社員は、
管理部門、開発部門、営業部門などさまざまな領域で活躍してい
ます。

私はベトナム出身で入社2年目です。
1年目に日本国内の各事業所で研修を
受けて、優しい諸先輩方にご指導をい
ただきました。研修後は、カスタマーセン
ターでアフターサービスの側面からお客
様をサポートしています。毎日、お客様か
ら「ありがとう」をたくさんいただいて仕事
のやりがいを感じています。2年目から新
規や海外のお客様をサポートしています。
今後、外国籍である自分の強みを活か

して、当社グループの発展に貢献していきたいと思っています。

外国籍社員よりコメント

カスタマーセンター　ツー ティー ゴック

100 100
100
100

各種制度利用状況（%）

42.9 25.0

育児休業取得率（男性） 育児休業復職率 育児休業取得率（女性）
※育児休業取得率は出生数に対する取得比率
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■くるみん取得
当社は2020年8月に、子育てサポート企業とし
て「くるみん認定」を取得しました。「くるみん認
定」は、次世代育成支援対策推進法に基づいて
策定した行動計画を遂行し、一定の基準を満た
した企業が、厚生労働大臣より子育てサポート
企業として認定を受けることができるものです。これからも従業
員が子育てと仕事を両立できるよう、環境を整えてまいります。

働き方改革の推進
■主な制度概要
当社グループでは、仕事と育児の両立を支援するための仕組み
として、産前産後休暇をはじめ、育児休業制度や短時間勤務制度・�
看護休暇制度を導入しています。各個人・各家庭の都合に合わせ、
男性従業員もこれらの制度を活用しています。また、女性活躍の推
進が進み、当社グループの女性従業員は全員育児休業を取得し、
その後復職しています。

■有給休暇の取得促進
確実に有給休暇を取得できるように、部門で部署員の取得状況を
確認しています。2021年度の有休取得率は、53.7％となりました。

■時間外労働時間削減

すべての従業員が仕事とプライベートを両立させ、安心して
働き続けることができるよう、多様な働き方とワークライフバ
ランスの実現を目指した働き方改革を推進しています。

2018 2019 2020 2021（年度）

育児休業取得者コメント

2週間の育児休業を取得しました。
取得することによって、育児と家事
の両立の大変さを実感しました。
復職後も育児と家事に積極的に
参加するようになりました。

生産技術センター　生産技術Ｇ
プロセス技術Ｔ　田中玄弥

次女が生まれてから1か月目に育
児休業を取得しました。2人の育
児に夫婦で協力して取り組めたの
で非常に助かりました。また子供と
触れ合う喜びを、最大限時間を
とって感じることができました。

研究開発本部　製品開発部
製品開発Ｇ　後藤成吾

従業員一人ひとりが労働時間を意識・管理できるよう、長時間労働
が多い部署と個人に対しては、実情の把握から改善策の実行まで、
外部機関なども活用してその削減を図っています。さらに、部署�
単位で週に1回の「ノー残業デー」を設定するなど、従業員のワーク
ライフバランスの充実に向けた取り組みを実行しています。

共通 フレックスタイム制
（コアタイム有）

1日の所定労働時間を法律よりも短い7.5時
間とし、出退勤が自由なフレックスタイム勤務�
（コアタイム有）が可能です。（※）一部除外あり

育児

看護休暇 法律より対象期間が長く、小学校卒業前の子を
扶養する従業員は、休暇が認められます。

育児短時間勤務 3歳に満たない子を養育する従業員は、1日の�
勤務時間を6時間に短縮できます。

介護

介護休暇 家族の介護のため、1年につき5日まで、休暇が
認められます。

介護短時間勤務 3年間で2回まで1日の勤務時間を6時間に短縮
できます。

■障がい者の雇用推進
企業の社会的責任を果たすことはもとより、さまざまな個性や制約
条件のある人がともに働ける職場を目指しています。現在、全ての
事業所にて障がい者雇用に取り組んでおり、今年度も狭山事業所
にて1名の方を採用しました。今後も障がい者の継続的な雇用と職
場での活躍支援に取り組んでまいります。

2021年度は浜岡事業所にて１名の障
がいを持つ方の就労支援を行ないまし
た。また近隣の特別支援学校より１名
の実習生受入れも実現しました。当事
業所は危険物を取り扱っているため、
ご本人に合った業務を見つけることが
難しいですが、各部署と連携し活躍で
きる業務内容を細かく洗い出していま
す。今後も障がい者雇用の促進と職
場での活躍支援に取り組みます。

職場適応援助者よりコメント

管理本部 総務部 浜岡総務Ｇ　池田 大輔 

■定年再雇用制度
当社グループの定年は60歳ですが、高齢者雇用安定法で求められ
る継続雇用制度と同等内容で、65歳までの雇用確保を行なっていま
す。再雇用者が定年後も働き甲斐を感じ、健康的で充実した生活を
送れるよう、フルタイムやショートタイムなど、複数の勤務形態を整
備しています。

■女性活躍推進
ライフイベントとキャリアの両立に課題をもつ女性従業員をはじ
めとする、全ての従業員を支えるため、女性活躍推進法に基づく行
動計画を策定し、目標達成に向けてさまざまな取り組みを行なっ
ています。

入社から十数年知財業務に従事し、
開発業務を経験してマネジメント職に就
きました。その後、知財、研究管理、プ
ロジェクト推進、分析と様 な々部署を経
験しました。その中で強く感じたことは、
自分にはできないことが本当に多いとい
うこと。周囲に補ってもらって成り立って
いるということです。得意不得意、出来
る出来ないは個人差がありますが、個
人差があるからこそ補い合えると実感

しました。今年からは内部監査という新たな業務へのチャレンジですが
自分の幅を広げるチャンスと捉えて取り組んでいます。

女性管理職よりコメント

内部監査室室長　木口 貴美子 2018 2019 2020 2021

45.1

有給休暇取得率（％）

45

46

47

48

49

50

51

52

（年度）

53

54
52.0

53.3 53.7

※一般職の残業時間：1日の所定勤務時間7.5時間を超えた分を残業時間とする

（年度）2018 2019 2020

14.69

9.80
8.95

月平均残業時間（h）

9
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2021

8

9.26

※有給休暇の
　取得率＝ ×100

労働者が取得した有給休暇（労働基準法第39条）の日数
労働者に与えられた有給休暇の日数女性管理職比率（%）
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各年度3月31日付のデータより作成
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～人材育成と労働安全衛生～
当社グループは、個々の能力を引き出す仕組みづくりや、心身の健康を維持する取り組みを行ない、従業員
の持てる力を発揮できる環境づくりに努めています。

従業員との関わり
労 働 慣 行

人材育成の基本的な考え方
■ブラザー・シスター制度
新入社員が社会人としてコミュニケーションを上手くとり、パフォー
マンスを早く上げられるよう、オンボーディングトレーニングを行なっ
ています。社会人1年目をサポートするため、先輩社員をブラザー・
シスターとして任命し、相談に乗ったりアドバイスを行なったりして
おります。

当社グループが永続的に発展していくためには、核となる社
員の成長が不可欠であり、従業員一人ひとりが『考働できる
人』となることを促しています。自信を持って仕事に取り組み
楽しみを見出すことや、自分に不足しているものを認識し、常
にスキルアップできるよう、環境の整備に努めています。ま
た、毎年目標管理シートを作成して各自の業務目標を明確に
しています。年三回、上司と面談を実施し、業務目標の共有
や成果のフィードバックを行なっています。

■教育制度
新入社員研修、中堅社員向け研修、幹部職向け研修など階層別に研
修を行ない、従業員の持てる力を発揮できる仕組みを設けています。

■　　　　外国語講座 
語学の自己啓発をサポートするために外部講師を招いて「中国語
講座」を行なっています。2021年度も新型コロナウィルス感染防
止のため、オンラインで実施しました。

■　　　　グループ人材育成制度�
従来の人材育成制度に加え、次世代を担う人材を育成するため、
様々な業務の経験を積ませる制度を2021年より運用してい
ます。

階層別研修体系図

階 層 研 修 種 類

幹部職 ・イノベーション力
・マネジメント力

部門長研修
グループ長研修
新任幹部研修

中堅社員

・コミュニケーション力
・課題解決力
・キャリアデザイン
・リーダーシップ
・プロフェッショナル

初級幹部職前研修
上級一般職研修
中堅社員研修
コミュニケーション研修

新入社員 ・基礎ビジネススキル ベーシックビジネススキル研修
新入社員研修

受講者からのコメント
中国語経験ゼロからのスタートでしたが、
先生も優しく親しみやすい方で、毎回楽し
く参加させていただいています。昨年から
のオンライン授業ではチャットや画面共有、
録音機能が活用されていて、ある意味で
は対面よりも学習しやすい環境だと感じて
います。まだまだ先は長いですが今後も勉
強を継続し、いずれは業務という範囲に
限定せず、見聞を広める手段としても中
国語を活用できたら嬉しいです。

研究開発本部　研究開発センター　分析評価Ｇ　分析試験T
松本かえで

労働安全衛生
当社グループでは、社会情勢に即し改定した労働安全衛生方針※

のもと、すべての従業員が安全で快適な環境で働き、心身の健康
を維持するための様々な取り組みを推進しています。また、より
働きやすい職場環境を実現するために、各事業所に安全衛生委
員会を設置して、防災訓練の実施など法令に基づいた活動と、ヒ
ヤリハットの確認や安全パトロールなど当社独自の安全衛生活動
を実施し、改善・整備に努めています。2021年度においては、第
三者機関からＩＳＯ基準に照らした診断を受けており、ISOに準拠
した安全管理水準に達しているとの評価を受けています。
※労働安全衛生方針については3ページをご覧ください。

■健康への取り組み

■　　　　ストレスチェックと国内全事業所でのカウンセリング	  
当社グループでは法令に先んじて2012年からストレスチェックを
年に1回実施しています。また、全事業所に専門のカウンセラーを
配置し、従業員の心の健康をサポートしています。

■　　　　健康診断の実施	 
当社は各事業所での定期健康診断のほかに、特定の化学物質を
取り扱う従業員を対象に法定の特殊健康診断を実施しています。
また、35歳以上の従業員（本人および扶養配偶者）は、会社負担
で日帰り人間ドックを受診できるなど、従業員の健康管理に努め
ています。

■　　　　感染症への対応	 
社内でのウイルス感染を防ぎ、従業員の健康を守るために、インフ
ルエンザや新型コロナウイルスの予防接種を推奨しております。
2021年度もインフルエンザワクチンの集団接種を行ない、新型
コロナウイルスワクチンにおいては、接種日と翌日（副反応が出た
場合に限る）に特別休暇（有給）が付与されます。罹患した場合も
所定日数が特別休暇になるなど、従業員の体調回復や他の従業員
への感染を防ぐ制度を設けています。

入社するまで西日本で過ごしてきました。初
めての関東生活と仕事に慣れず、新人研修
中は緊張してしまい、上手くコミュニケーショ
ンをとることができませんでした。しかし、高木
さんとは交流を重ねていく内に打ち解けてい
き、今では気軽にプライベートな悩みも相談
できる関係になりました。二人でスーパーへ
行った際に、大奮発して買い物したのが一
番の思い出です。また、毎月のブラザー・シス
ター同士の交流タイムでは、お互いの近況を

話し合いましたが、アドバイスをいただいた時は嬉しかったです。こうし
た機会が、不安や悩みなどを解消する良いきっかけになりました。現在
はコロナの状況もあり難しいですが、今後は他の社員の方 と々も交流を
深めていきたいと思います。

研究開発本部　製品開発部　製品技術Ｇ　技術１Ｔ 
渡部 真梨子

ブラザー・シスター制度に参加して良かったと
思えたことは、新入社員と接する機会が増
え、より親睦を深められることです。普段の仕
事でも会話はできるのですが、シスターの関
係となることでより会話が弾み、仕事だけでな
く日常的な部分での悩みや相談も聞くことが
できました。	 	
私は入社２年目でシスターとなり、まだまだ至ら
ない点もあるので 今後も新入社員のシスター
とともに学びながら、支えていこうと思います。

研究開発本部　製品開発部　製品技術Ｇ　技術１Ｔ 
高木 夏帆

■HH・KYT 活動
狭山および浜岡事業所では、重大事故を未然に防ぐためにHH（ヒヤリ
ハット）活動、KYT（危険予知訓練）活動を行なっています。HH活動で
は、従業員のヒヤリハット体験を集め、危険レベルの高い重大HHにつ
いては、直ちに再発防止策を実施しています。また、KYT活動では、職
場にどのような危険が潜んでいるかをチームごとに話し合い、危険を
回避するための対策を具体的に絞り込む訓練を行っています。

■重大労災リスク低減活動
狭山事業所において、労働安全対策が万全であるか、職場に危険要因
はないか、第三者機関による労働安全活動診断を実施し、安全水準に
達しているとの評価を受けました。この診断結果をもとに重大労災の
リスク低減レベルを認識し、さらなる労働安全の向上に努めています。

■入構業者に対する安全教育
工場への入構業者に対して入構前の安全教育を実施しています。
入構業者の中でも工事業者へは教育後、1年間を有効期限に工事
実施の許可を与えています。なお、狭山事業所では受講証明とな
るステッカー（ヘルメット貼付用）を配布しています。

産業医講演会

■　　　　産業医による講演	  
産業医による講演を定期的に開催し、従業員の健康への意識を高
めています。2021年度は「健康診断の意義と有効利用」について
開催し、健康診断の受診義務について再確認するとともに健康管
理への意識向上につなげました。

安全パトロール（狭山事業所）安全パトロール（本社）

KYTチームリーダーよりコメント
狭山製造Gでは、メンバーの危険予
知の意識を高めてもらうため、出来る
だけ普段の作業環境に近い行動を
題材として取り上げ、実践に生かせる	
ように取り組んでいます。	 	
また、作業環境が乱雑な状態では危険
を予知し難くなると考え、５S活動を通じ
て清潔な現場維持に努めています。メ
ンバーが正しい状況認識と意思決定が
行なえるようになるためにも、作業前の	

一呼吸と指差し呼称を推進していきます。
生産本部　樹脂製造部　狭山工場　狭山製造G

兼子 重隆

■　　　　安全パトロール	  
各事業所にて敷地内の見回り・点検を行ない、敷地内の労働安全
衛生に関する環境整備を安全衛生委員会が実施しています。パト
ロール後は関係部署に情報を共有し、指摘内容の改善を行ない、
安全で健康な職場づくりに努めています。
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自然生態系と生物多様性などの地球環境保全のため、原材料の購入から製品をお客様へ納入するまで
の企業活動において、省エネルギー対策、大気への排出、排水および廃棄物など化学物質による汚染
や事故災害の未然防止に努めています。

環境活動
環 境

品質トレーナー研修（オンライン風景）

当社グループは、「地球環境の保全を指向しつつ、社会に役立
つ革新的製品を提供いたします。」との経営理念のもとに、全
部門が環境方針に沿い環境マネジメントシステムを運用し、
環境に配慮した活動に努めています。

■品質環境マネジメントシステムの推進体制
品質環境マネジメントシステム全体の管理は、経営者である社長か
ら任命された品質環境管理責任者が担い、各職制の部門長が品質・
環境統合方針に則して各部門活動の方向性を定め、品質環境管理
活動に取り組んでいます。

品質・環境管理委員会

A 部門 部門長 A 部門

B 部門

C 部門

D 部門

B 部門 部門長

C 部門 部門長

D 部門 部門長

環境マネジメントシステム推進体制

■統合マネジメントシステムの外部審査
2021年度は、マネジメントシステムの統合後、第2回の維持審査が
浜岡事業所にて行なわれました。
審査結果は、不適合0件、軽欠点0件、改善の機会6件（品質：2件、
環境：4件）、充実点6件で認証を維持しました。

環境マネジメントシステムの状況

■2021年度の主なマネジメントシステム教育実施内容

■　　　　新入社員品質・環境認識教育
■　　　　新入社員CSR教育
■　　　　品質・環境管理委員認識教育（品質・環境管理委員会）
■　　　　品質トレーナー研修（狭山・浜岡） 

当社グループの企業活動および生産活動のため投入したすべ
ての原材料・エネルギー・水資源（INPUT）と、製品の総生産
量、排出物、リサイクル量など（OUTPUT）から環境に与える
負荷を把握し、さらなる資源の有効活用に反映させることで、
より効率的な生産活動へと結びつけていきます。
☆ホームページに詳細データ掲載していますのでご参照ください。

マテリアルフロー
■事業対象範囲

集計対象範囲 集計期間

綜研化学

本社 本社ビル（東京都）

2021年4月1日 
から 

2022年3月31日 
までの1年間

工場 狭山事業所（埼玉県） 
浜岡事業所（静岡県）

研究所 狭山事業所内（埼玉県）

綜研
テクニックス 本社 綜研化学本社ビル内 

（東京都）

環境目標と実績
地球温暖化防止の推進を環境目標の重要課題として、環境を意識した企業活動を展開しています。

■製品SDS（安全データシート）の提供
2021年度に導入した新たな化学物質管理システムにより、JIS　
Z7253：2019 GHSに基づく化学品の危険有害性情報の伝達方
法に対応したSDS、製品ラベルへの改訂が完了しました。

■化学物質情報管理
ステークホルダーの要求の高まりに対応するため、2021年度に新
たな化学物質管理システムを導入しました。当該システムにより、
取扱う化学物質に関する情報が一元化され、原材料や製品の含有
化学物質および適用法令情報の調査効率が向上しました。ステー
クホルダーの要求に応えるために、これからも化学物質情報の適
正管理を進めていきます。

環境法令の遵守 廃棄物の削減
廃棄物の分別は当然のことながら、それ以外の活動として
製品のドラム缶容器を回収、洗浄、再生し、再利用を推進し
ています。
また、洗浄に使用した有機溶剤を再生処理し、繰り返し使う
ことで、有機溶剤の廃棄量削減にも努めています。

2020年度から引き続き2021年度においても第三者専門機関
による狭山および浜岡事業所の法令遵守状況の調査を実施し
ました。専門家からの指摘やアドバイスを取り入れて、遵守義
務となっている法令などに漏れがないかを確認し、法令遵守に
取り組んでいます。

安全な事業活動を継続するために、関連法規などの遵守に加え、化学物質を適切に管理する体制を整備しています。

化学物質の管理

※1 グリーン調達 ： 環境の汚染を防止するため、当社の指定管理物質が適切に管理された原材料を選定、調達することをいいます。
※2 イエローカード ： 危険物などを陸上輸送する際に携行することが推奨されている「緊急連絡カード」のことです。

グリーン調達※1

原材料SDS入手

原材料含有
化学物質情報

製品含有
化学物質情報

製品ラベル表示

製品SDS提供

製造

新規取扱化学物質安全審査

PRTR対象物質
排出量・移動量

研究開発 品質保証

物流安全
イエローカード※2交付

生　産 製　品原材料調達先

行政

顧客

騒音・振動対策 VOC・臭気対策安全衛生対策

化学物質による汚染防止および環境リスク低減への取り組み

報告

調査依頼

調査依頼

報告

報告

※ 環境効率 ： 当社グループの環境効率の指標 生産高 ・・・ グループ内生産量（単位 t）
生産時の環境負荷 ・・・ CO2排出量（単位 tCO2）環境効率 ＝

重要課題 目　標 2021年度実績 評価

地球温暖化防止の推進
（1）粘着剤・機能材製品 環境効率※　8.73以上 環境効率　9.20 ○
（２）微粉体製品 環境効率　0.239以上 環境効率　0.227 ×
（３）加工製品 環境効率　0.351以上 環境効率　0.223 ×
（４）非生産部門 CO2排出量　1,934t以下 CO2排出量　1,660t ○
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環 　 境 環境活動

設備の運用管理や更新などにより、CO₂排出量の削減など、地
球温暖化防止活動を推進しています。評価指標として、生産部
門では、製品分野ごとの環境効率※、非生産部門ではCO₂排出
量で評価しています。 ※環境効率＝（生産量／生産に関わるＣＯ２排出量）

地球温暖化防止への取り組み 各事業所の取り組み

当社にとって狭山事業所は元来、粘着剤・微粉体などの化成品の主
力製造拠点ならびに研究開発拠点として位置付けられてきました。
しかしながら事業所を取り巻く周辺環境の変化に加え浜岡事業所や
海外製造拠点の整備・拡大に伴い、将来的には製造拠点から物流
拠点への転換や、更なる事業多様化に則した研究開発拠点として
の機能拡充、加えて利便性の良さからの多目的活用に適した場とす
るため、ほぼ飽和状態となっている敷地内の老朽化が著しい建屋（設
備）を統廃合し、将来の運用に柔軟性を持たせることを目的にリニュ
－アル計画が立案されました。昨年は第一号としてＤ棟が解体され、

これからの狭山事業所
同様な状況にある設備に関しても数年以内には逐次実施する予定
です。その後は事業拡大と共に新規製造設備・倉庫の導入、物流	
ヤ－ドの拡張、研究棟増設、福利厚生施設などを拡充し、単に実利
（合理性、高効率化）のみを追求したものではなく、より周辺社会と調
和し社会的責任（カ－ボンニュ－トラル、SDGsへの対応）や従業員	
本位（高齢者ならびにダイバ－シティ－対応）を充分に兼備えた	
当社グル－プの規範となる先進的な事業所にしていきたいと	
考えています。

浜岡事業所は、当社主力製品である粘着剤と特殊機能材のマザー
工場として、製造設備を多数有しその生産を一手に担っております。
昨年度は、増設した大型設備の稼働率も向上し、過去最高の生産
量を記録しました。本設備には、自動化や省力化の最新技術を多数
導入しており、今後更なる能力向上を進めることでエネルギー効率の
向上を目指します。		

生産の効率化により、環境負荷の低減と省エネルギーを推進

取締役
狭山事業所長
佐藤 雅裕

上席執行役員
生産統括

（兼）浜岡事業所長
蓮井 崇文

■埼玉県地球温暖化対策指針条例への取り組み
2021年度は埼玉県地球温暖化対策推進条例の第2削減期間最
終年で、狭山事業所においては超過したCO₂量は749tとなり、埼
玉県削減量口座簿取扱要綱第10条の規定に則し、振替可能削減
量の振替を行いました。

日本はCO2排出量が世界で5番目に多
い国です。日本に限らず、全世界で環境
に対する意識が高まり続けている中、当
社としてもCO2排出削減は必ず取り組ま
なければならない課題であり、サステナブ
ルな社会形成実現の一端を担わなけれ
ばなりません。粘着剤製品では「バイオ
マス」や「脱溶剤」と言ったキーワードを
よく耳にしますが、石油化学製品を扱う当
社は市場やお客様から本質的に何を求
められているのか見極め、開発につなげていきたいと考えています。

樹脂事業本部　粘着剤部　営業１G　藤山 雄士

環境配慮型製品の開発・販売拡大への取り組み
環境配慮型製品とは、「地球温暖化防止、化学物質による汚
染防止、環境リスク低減、資源循環、自然エネルギー・非枯
渇資源の活用など地球環境の保全と社会の持続的発展に
貢献する一連の製品群」と定義し、その開発と販売拡大に努
めています。
研究部門では、SDGs（持続可能な開発目標）に貢献する 
ため、新たな技術や製品開発に注力しています。

生産自動化への取り組み
省人化、効率化、生産性向上の取り組みとして、浜岡工場の一部の製品において、生産工程を自動化しました。これまで人が操作
していた、原料の計量から反応工程までを自動制御しています。
さらに、工場内をオペレート室から遠隔で監視できるようになりました。

また、当事業所では大型プラントによる連続生産を行なっていること
から、電力などエネルギー消費量も多く、環境保全の視点からも省エ
ネルギーへの対策は急務であると認識しております。カーボンニュー
トラルやESGなども課題として認識し、地域や社会への貢献を目指し
て環境負荷の低減や省エネルギーへの対策を進めてまいります。

省エネへの取り組み
2020年度に引き続き、2021年度においても事業者クラス分け評
価制度Sクラスを達成しました。
Sクラス達成の要因は、LED化、空調設備の更新、その他設備機器
の更新など、地道な省エネ活動によるものです。浜岡事業所Ｃ棟の
検査室では、高効率な空調設備を導入したことで60％の省エネを
実現しました。狭山事業所では研究棟の電力使用量の削減効果が

大きく、24時間監視の電力モニタリングシステムにより、省エネ効
果を可視化しています。昨年度までに研究棟の全照明をLED化し、
チラー・エアコンを省エネ性能の高い機器に入れ替えCO₂削減に
つなげています。今後、省エネ法の改正が予定されていますが、同
法の改正における非化石エネルギーの導入に対しても対応できる
ように取り組みを進めていきます。

■省エネ法：事業者クラス分け評価制度Sクラス達成

年度 2017 2018 2019 2020 2021 5年度間平均
原単位変化エネルギー消費原単位※ 0.1034 0.1000 0.1062 0.0996 0.0899

前年度比[％] ー 96.7 106.2 93.8 90.2 96.6
※エネルギー消費源単位=原油換算［kl］÷生産量［t］

狭山事業所 航空写真

浜岡事業所 航空写真

営業担当者よりコメント

［振替可能削減量振替通知書］

2022年3月31日 現在 
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グループ会社レポート
当社グループは、各拠点において、それぞれの地域に合わせた活動を行ない、
グループ全体でよりよい社会を目指しています。

❶綜研化学（蘇州）

■　　　　所在地 ： 中国江蘇省蘇州市工業園区星龍街271号
■　　　　設立 ： 2002年5月
■　　　　従業員数 ： 164名
■　　　　生産・販売品目 ： 特殊機能材、微粉体および粘着剤の製造販売 

【取り組み①】
2021年12月に事務棟や厚生棟などの屋上に太陽光発電
設備を導入しました。発電した電力は自社で利用し、会社の
光熱費を低減すると同時に環境対策の一環として役割を果
たしていきます。

製品開発センター（実験室）

太陽光発電

【取り組み②】
2022年1月に製品開発センターが正式に発足しました。中
国の開発拠点として、現地スタッフを中心とした研究開発の
体制を構築しました。現地対応力を強化し、中国市場での更
なる発展を目指します。

2021年は、新型コロナウイルス、電力制限、原
料高などの対応で非常に苦しい年でした。こう
したなか、新型コロナウイルス対策として、日常
の防疫管理をしっかり取り組むと同時に、海外
輸入の部材に対する消毒や従業員に対して
PCR検査を行なうなどの徹底的な防疫措置を
実施しました。また、電力制限や原料高への対
応では柔軟な生産シフト調整や複数購買に取
り組むことで安定生産を進めました。そして、脱
炭素社会への取り組みでは国策に応じる企業
責任を果たすため、事務棟など非危険エリア
の建屋の屋上に太陽光発電設備を導入し、

12月に正式稼働しました。
本年2022年は、8月の「危険品安全生産許可書」更新および、老朽化した設備
の修繕を最優先で対応していきます。安全面では、現場でのヒヤリハット活動を
強化し事故の撲滅に取り組んでいきます。また、2022年1月に発足した製品開
発センターの開発機能を一層強化し、営業と一体となって中国市場のニーズに
合わせた製品を迅速に展開していきます。こうした取り組みを通して全社各部門
一丸で年間目標の達成を目指してまいります。 総経理　周广文

Global Network［グローバルネットワーク］

事業系統図

●❶綜研化学（蘇州）

●❹綜研高新材料（南京）

Japan

●B綜研化学／狭山事業所

●C綜研化学／浜岡事業所

●D綜研テクニックス
●A綜研化学／本社・

China

Thailand

海外・関連会社

●❸綜研化学アジア

●❷寧波綜研化学

当社

国内取引先 海外取引先

綜研化学アジア株式会社
連結子会社

綜研テクニックス株式会社
連結子会社

製品

製品

製品製品

製品

製品

工事

工事・製品 製品 製品製品

製品製品

製品製品

工事・製品

製品

寧波綜研化学有限公司
連結子会社

綜研高新材料(南京)有限公司
連結子会社

綜研化学（蘇州）有限公司
連結子会社
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❹綜研高新材料（南京）

■　　　　所在地 ： 中国江蘇省南京市六合区南京化学工業園区崇福路300号
■　　　　設立 ： 2011年11月
■　　　　従業員数 ：156名　　
■　　　　生産・販売品目 ： 粘着剤の製造販売

【取り組み①】
会社のさまざまな課題に対して社員の自主性と創造力を使
い、実物成果と共に社員能力の向上を実現するため、2021
年にQCワーキンググループの試行を企画しました。外部
からコンサルタントの講師を招いて実施し一定の成果を得
ましたが、反省点も多くありました。経験を生かし2022年
以降も継続して取り組みたいと考えています。

近年、化学系企業の事故多発を背景に、中国
では2020年から全国安全生産特別整備3ヵ年
計画が進行しており、企業には工場施設などの
ハード面から運用・管理などのソフト面まで広範
囲に渡ってレベルアップを求められています。
2022年は、この取り組みの最終年度にあたるた
め、引き続き厳しい規制が予想されます。化学
系企業は風当たりが厳しく、特に10年以上前に
建てられた「古い」工場は以前の規格に則って
作られたため、施設間の保安距離の問題が最
も難しい課題となっています。綜研高新材料
（南京）では現在、生産能力増強工事を進めて

おり、この中で全ての施設間距離の問題解決を図っています。本工事は2022年
度中に終了予定のため、国が求めている改善スケジュールに間に合うかたちで、
ハード面の要求はクリアできる見込みです。運用・管理面では安全標準化、設備
良好性検査や安全生産責任体制への落し込みなど、そのレベル強化を安全査
察の度に繰り返し求めれられ、継続して強化を行なっています。また、国から求め
られている従業員の学位取得のため、外部の職業大学と連携し、社内講習カリ
キュラムを実施しています。

❷寧波綜研化学

■　　　　所在地 ： 中国浙江省寧波市大榭開発区榭西工業区東湖路7号
■　　　　設立 ： 1994年5月
■　　　　従業員数 ： 280名
■　　　　生産・販売品目 ： 加工製品および粘着剤の製造販売

【取り組み①】
2020年政府は「精細化学工業企業工程設計防火基準」を
公布しました。そこで関連の規定に沿って、リスクを回避す
るため、担当部門で全社チェックを行ない、関連課題を抽出
して、改善計画を作成しました。粘着剤の生産装置に附属
している地下タンクの抽出ポンプの位置の見直しのため、
第三者の専門設計機構の実地調査と検証を経て、2021年
10月に地下タンクの抽出ポンプを堰の外に移し、手動警報
ボタン、可燃ガス検出器、避雷針、安全警告標識などを増設
しました。こうして規定に定められた間隔、警報施設、設備
安全防護施設の要求を満たし、安全リスクを低減させまし
た。今回の改善により、規定の要求を見直して理解を深め、
作業場所の安全リスクの改善、安全防護意識の向上につな
げることができました。

総経理　崔 英

QCワーキンググループ

【取り組み②】
企業理念の一環である社会貢献の形として、南京市慈善総
会を通じて「南京綜研“同心園”慈善基金」を設立しました。経
済的に困難な大学生の生計支援を行ない、卒業までを手助
けすることを趣旨としています。限られた力ではありますが、
地域の市民としての責任を全うすべく取り組んでいます。

【取り組み②】
2021年に寧波綜研ボランティアサービスチームは、ボラン
ティア活動を10回行ないました。活動として、植樹活動、環境
保護活動、慰問活動などを行ないました。新型コロナウイル
スは、これらの活動にも影響を与えましたが、ボランティアに
参加した人たちは、コロナ感染予防対策を実施しながら各活
動を行い、自治体や多くの地域住民から評価を得ました。

地下タンク抽出ポンプの
位置変更

●D綜研テクニックス

■　　　　所在地 ： 東京都豊島区高田3-29-5
■　　　　設立 ： 1997年1月
■　　　　従業員数 ： 51名
■　　　　生産・販売品目 ： 装置・システムの販売、生産システムのエンジニアリング、 

プラントのメンテナンスおよび熱媒体油の輸入販売

【取り組み①】
現場での設備診断力強化のため、「超音波式リーク検知
カメラ」を導入しました。目視では確認できない、気体の漏
れや配電盤内のコロナ放電から発生する高周波音を検知
して可視化するものです。これにより、圧縮空気の漏れを
無くして省エネ化・コス
ト削減が可能になると
ともに、配電盤の劣化
による損傷発生を未然
に防止することが可能
となります。

【取り組み②】
職場の5S診断では、4か所のサービスセンター(東関東、
西関東、京浜、大阪)に重点を置いて診断を実施しました。
コロナ禍で移動制限がある中、大阪サービスセンターで
は、初めてWEBにて実施しました。
各サービスセンターとも積極的に活動が実施されてお
りましたが、非常用食料や加湿空気清浄機の有無など、
サービスセンター毎に設備や活動に差があり、横展開へ
とつなげることができました。

綜研テクニックスは、当社グループの装置システ
ム事業部門として化学産業に代表される装置
部門を支える業務を担っており、重合装置を得
意分野として各種プラントエンジニアリングサー
ビスを提供しております。近年はメンテナンス分
野の各種診断サービスに注力して装置の延命
化技術の開発に注力しています。	 	
昨年、環境マネジメント（ISO14001）の認証を
本社部門から全営業拠点（西関東・東関東・
京浜・大阪の各サービスセンター）へ拡大し、内
部監査や５S診断の実施などを中心に環境改
善活動を開始しました。建設工事で発生する

廃棄物・アスベストなどの適正処理や省エネ化の改善工事の拡大などに向けて
社内教育の充実を進め、職場の連携による活動のレベルアップを図っています。	
これからも脱炭素社会、循環型社会の実現に向けお客様にひとつでも多くの新し
い環境配慮型製品やサービスをお届けできるよう、DX化ツールを駆使して環境
活動の推進に取り組んでまいります。

代表取締役社長　山田英雄

超音波式リーク検知カメラにて検証

❸綜研化学アジア

■　　　　所在地 ： Amata City Chonburi Industrial Estate,700/699 Moo.1 
T.Phanthong, A.Phanthong Chonburi Province 20160,Thailand

■　　　　設立 ： 2008年11月
■　　　　従業員数 ： 61名
■　　　　生産・販売品目 ： 加工製品および粘着剤の製造販売

【取り組み①】
事業所内の照明を全てLEDに
切り換えました。環境配慮、省
エネルギー効果のほか、屋外灯
は社員の夜間作業における安
全性や防犯対策の改善にも寄
与しています。綜研化学アジアでは、昨年、ウィズコロナが提

唱される中、社内外の感染防止対策の強化に
努めました。在宅ワークの導入に加え、製造シ
フト人員の固定化、食堂の利用制限と配膳方
式の変更など職場での感染リスク低減、社員の
健康管理意識の向上に取り組みました。その
結果、近隣企業ではクラスター発生による操業
停止を受ける中、当社は安定した稼働を継続
できております。	 	
また、タイでは長期低排出発展戦略（LT-
LEDS）の草案が閣議で承認、低炭素国家達
成の目標から、今後は環境負荷物質の低減対

策が求められる事業環境となっていきます。生産における工程管理や業務スキル
の強化による品質・生産性の向上を推進するとともに、廃棄物の一層の削減など、
当社グループの東南アジア生産拠点として、またタイ国内においても存在感のあ
る会社を目指します。

社長　川島 伸夫

【取り組み②】
毎年、全社員参加による防災・
避難訓練を実施しています。講
師を招いての緊急対応教育に
加え、生産棟の火災を想定した
救護活動および消防署立ち合
いによる消火訓練を行ないま
した。今後も本活動を通じて、 
危機管理能力の向上につなげて
いきます。

LED照明への切り替え

防災訓練（消火訓練）

2021年の中国は、経済回復の兆しがみられまし
たが、依然として予断を許さない状況です。新
型コロナウイルスの蔓延、自然災害の発生のほ
か、原料の供給懸念、および原料の高騰、エネ
ルギー不足などにより、経営環境はますます複
雑化し、寧波綜研化学ではより高い管理レベル
にて対応しなければなりません。	 	
寧波綜研化学は安全第一を心掛けており、全
社員の安全意識向上と技術力を強化するとと
もに、安全設備の導入にも力を入れています。
危険物の保管方法や使用方法を見直し、より
安全性を高めるため、ダイヤフラムポンプから電

機式ポンプへの切り替えや、ガス漏れ警報器を設置しました。一方、会社のボラ
ンティア活動にも終息していない新型コロナウイルスの影響を受けていますが、従
業員のコロナ感染予防対策を実施した上で10回もの活動を行ないました。ボラン
ティア精神は寧波綜研化学の企業文化に浸透していると言えます。	 	
2022年は挑戦に満ちた一年であり、市場環境がますます厳しくなる中、更なるや
る気と前向きな姿で対応しなければ、会社の成長、発展にならないと考えていま
す。寧波綜研化学は先人たちの耐え抜く精神を受け続ぎ、社員の幸せを作り出
し、社会やお客様、そして当社グループに貢献していく所存です。

総経理　陳 亮
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地球温暖化防止への取り組み
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